
平成２０年度実績評価書要旨

政策体系上の位置付け

規制されている乱用薬物について、不正流通の遮断
及　び乱用防止を推進すること

評価実施時期：平成２０年８月 担当部局名：医薬食品局監視指導・麻薬対策課

基本目標Ⅱ
　安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点か
ら推進すること
施策目標３
　麻薬・覚せい剤等の乱用を防止すること(Ⅱ－３－１)

施策名

施策の概要

麻薬・覚せい剤等の不正流通を遮断するため、国内外の関係機関と協力して取締りを
徹底するとともに、医療機関・薬局における医療用麻薬の適正使用を推進する。また、
薬物乱用を未然に防止するため、薬物乱用の危険性を啓発する。さらに、麻薬・覚せい剤等の使用
のきっかけとなる危険性のある違法ドラッグ（いわゆる脱法ドラッグ）の不正流通を遮断するた
め、幻覚等の作用を有する物質を指定薬物として指定し、その取締りを徹底する。

（現状分析（施策の必要性））
　　我が国の薬物情勢は、検挙人員の大多数を占める覚せい剤事犯については、押収量は減少傾向にあった
が平成１９年においては増加し、検挙人員についても増減を繰り返している。また、大麻やＭＤＭＡ等合成麻薬
事犯については、平成１９年において押収量が前年より増加しているが、検挙人員については減少しているもの
の、検挙人員の約９割が初犯で、特に２０歳代を中心とした若年層への乱用の拡大が顕著となっており、依然と
して深刻であり予断を許さない状況にある。関係機関が緊密な連携を取り、既に取締体制の充実強化が図られ
ているが、一層の強化が求められている。
また、薬物乱用防止啓発活動についても引き続き国民全般（特に青少年）を対象として実施していく必要があ
る。
  なお、違法ドラッグ（いわゆる脱法ドラッグ）については、薬事法の一部を改正する法律（平成１８年法律第６９
号。以下「改正薬事法」という。）が平成１９年４月に施行され、指定薬物として指定することにより製造、販売、輸
入等を禁止するなど実効ある取締が担保されたところであり、取組を進めている。

（有効性）
　　薬物乱用対策推進本部が策定した「薬物乱用防止新５か年戦略」や犯罪対策閣僚会議が策定した「犯罪に
強い社会の実現のための行動計画」の下、青少年等の薬物乱用の根絶のための各種啓発活動、国際的密輸
入事犯や組織的密売事犯への対応をはじめ、関係省庁、関係機関との連携を密にした協力体制を確立するこ
とによる、総合的な取締対策を推進している。
　規制されている乱用薬物について、不正流通の遮断及び乱用防止の推進に係る施策においては、徹底した
取締りや各種媒体を利用した全国的な啓発等の結果、薬物事犯の検挙人員については各年において数値に
バラツキは見られるものの、一定の水準で推移している。主な薬物の押収量については、近年減少傾向にあっ
たが平成１９年は増加した。これは、違法薬物にかかる供給遮断・需要削減のための取締を実施した結果、水際
での大量押収や末端乱用者の検挙に至ったものであり、一定の成果は上げていると評価できる。

（効率性）
　また、取締事業においては、麻薬等についてインターネット上で販売広告を行う事犯、イラン人密売組織等を
多数検挙し、また大麻やＭＤＭＡ等合成麻薬については若年層を中心に重点的な取締りを行う行う等、効果的
な取締を行っている。

【評価結果の概要】



（総合的な評価）
　　以上のように、各種施策の推進により、目標達成に向け一定の成果を上げていると評価できる。しかしなが
ら、検挙人員、押収量からみても薬物事犯が深刻な状況であることに変わりがないことから、今後とも薬物対策
関係省庁等との捜査協力や情報交換を通じて緊密な連携を図ることにより啓発活動や取締体制の充実強化を
進めることが必要である。

　なお、違法ドラッグ（いわゆる脱法ドラッグ）については、改正薬事法に基づき、指定薬物として指定し、製造、
輸入、販売等を禁止し、買上調査に基づく立入検査やインターネット上での販売広告の監視を行うとともに、パ
ンフレットの配布等による啓発活動を行っており、不正流通及び乱用防止の推進を図っているが、より実効ある
ものとするため、都道府県も含め、引き続き監視・指導体制を充実させ、取締を強化する必要がある。

（評価結果の分類）
施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 薬物事犯の検挙人数（単位：人） 17,555 15,412 16,231 14,882 15,175

（ ）（－） 速報値【－％】 【－％】 【－％】 【－％】
【－％】

２ 主な薬物の押収量(単位： )kg
（－）
・覚せい剤 493.5 411.3 122.8 144.0 359.0
・大麻（乾燥大麻及び大麻樹脂） 881.3 970.1 886.2 332.6 560.6

（ ）【－％】 【－％】 【－％】 【－％】 速報値
【－％】

（調査名・資料出所、備考）
・指標１及び２は、厚生労働省・警察庁・海上保安庁及び財務省（押収量のみ）の統計

資料によるが、平成１９年度の数値は速報値であり、平成２０年９月に確定値等を公
表予定である。

ｉ 施策目標の終了・廃止を検討（該当する場合に○）

ⅱ 施策目標を継続（該当する場合に次のいずれか１つに○）

（イ）施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討

（ロ）見直しを行わず引き続き実施

（ハ）施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討

ⅲ 機構・定員要求を検討（該当する場合に○）

（理由）

薬物乱用防止にかかる広報啓発活動については、厚生労働省のみならず、政府全体で

様々な媒体により多様な広報啓発活動を推進してきたところであるが、今後とも、薬物

乱用防止等について国民の理解を更に深めてもうらうための効果的な広報の在り方につ

いて検討しつつ、広報啓発活動の一層の充実に努める必要がある。

最近の薬物事犯の特徴は、従来の暴力団に加え、イラン人等外国人犯罪組織による組

織的密売の増加や検挙者の国籍の多様化のほか、携帯電話やインターネットを用いた密

売など、複雑かつ巧妙化している。これらに対応すべく捜査体制を強化するために麻薬

取締官の増員が必要と考えられる。



「薬物の密輸を水際で食い止める上での海路対策の重要性にかんがみ、関係省庁が一体
となって水際対策を重点的に行う」との方針に基づき、捜査体制を強化して密輸事犯の
情報収集・分析能力の向上を図るとともに、警察・税関等関係機関との連携を強化し合
同取締り等を実施している。

記載事項（抜粋）

「犯罪に強い社会の実現
のための行動計画」

施政方針演説等

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

年月日

平成１５年１２月

薬物密輸入阻止のための
緊急水際対策

平成１５年７月

・薬物乱用防止教室の開催及び地域や家庭における啓発活動の推進等により、児童・生
徒を始めとする青少年に対する薬物乱用防止教育を充実するとともに、各種啓発活動の
全国展開等薬物乱用の根絶等を訴える広報啓発活動を効果的に推進する。
・「国民の治安に対する不安感を解消し、犯罪の増勢に歯止めをかけ、治安の危機的状
況を脱する」との方針に基づき、薬物犯罪等から経済、社会を防護するため、暴力団や
イラン人等外国人薬物密売組織の壊滅、末端乱用者の検挙、薬物密輸の水際での阻止等
薬物事犯取締りの徹底等を図っている。

「薬物乱用防止新５か年
戦略」

平成１５年７月

・中・高校生を中心に薬物乱用の危険性の啓発を継続するとともに、児童生徒以外の青
少年に対する啓発を一層工夫充実し、青少年による薬物乱用の根絶を目指す。
・薬物密売組織の壊滅を図るとともに、末端乱用者に対する取締りを徹底する。」との
方針に基づき、麻薬取締官を増員する等して暴力団、イラン人等外国人密売組織の取締
りを強化してい　るとともに、ますます巧妙化している密売方法に的確に対処し、ま
た、末端乱用者の検挙の徹底を図っている。
・「薬物の密輸を水際でくい止めるとともに、薬物の密造地域における対策への支援等
の国際協力を推進する」との方針に基づき、密輸事犯の検挙を進めるとともに、国際会
議への出席や職員の派遣等を通じて外国当局等との関係強化を図っている。


